
　

セカンドアルバムひなた
第1号通所事業重要事項説明書

株式会社ＨＳＭ



・　営利法人

（住所）
（電話）
（FAX）

（住所）
（電話）
（FAX）

1

　 ２

　 ３

　 ４

 　５

6

7

人数
（人） 常勤専従(人) 常勤兼務(人) 非常勤専従(人) 非常勤兼務(人)

管理者 1  1   0.45 事業所の管理
生活相談員 2  2   1.25 相談・生活指導等

介護職員 5 1 1 3  3.95 介護全般
機能訓練指導員 1    1 0.2 機能回復訓練等

看護職員 2   1 1 0.6 看護職員業務

【料金表】令和6年6月1日改正

※下記の金額表記は右記地域単価を乗じております。 地域単価 10.54

加算体制 単位数 利用料 1割負担分 2割負担分 3割負担分
有 1798単位／日 18950円 1895円 3790円 5685円
有 3621単位／日 38165円 3817円 7633円 11450円
有 436単位／日 4595円 460円 919円 1379円
有 447単位／日 4711円 472円 943円 1414円
有 -47単位／日 -495円 -50円 -99円 -149円
有 240単位／日 2529円 253円 506円 759円
有 40単位／日 421円 43円 85円 127円
無 当事業所では算定しておりません     

営業日

月曜日～土曜日

サービス提供時間
営業しない日

管理者の氏名

２　事業所の概要

所在地・連絡先

代表取締役　廣仲　信太郎

　（５）　営業日

株式会社ＨＳＭ

東京都台東区東上野2丁目23番9号　岩瀬第二ビル2階

伊東　佳恵
第1号通所事業（18名：1単位）

日曜日、年末年始（12月31日〜1月3日）

セカンドアルバムひなた

　事業所の第1号通所事業従事者は、要介護状態等の心身の特徴を踏まえて、利用者が可能な限りその居宅において、その有する
能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう、更に利用者の社会的孤立感の解消及び心身機能の維持並びに家族の身体
的・精神的負担の軽減を図るために、必要な日常生活上の世話及び機能訓練等の介護、その他必要な援助を行います。

利用者の要介護状態の軽減若しくは悪化の防止に努め、その目標を設定し計画的に行います。

利用者の意見及び人格を尊重し、常に利用者の立場でサービスの提供に努めます。

　事業の実施にあたっては、利用者の区市町村、居宅介護支援事業者、在宅介護支援センター、地域包括支援センター、地域の
保健・医療・福祉サービスとの綿密な連携を図り、総合的なサービスの提供に努めます。

　第1号通所事業の提供に当たっては、懇切丁寧に行うことを旨とし、利用者又はその家族に対し、サービスの提供方法等につい
て、理解しやすいように説明を行い、第1号通所事業の提供の終了に際しては、利用者又はその家族に対し、適切な指導を行うと
共に居宅介護支援事業者への情報の提供を行います。

　前５項の他、「指定地域密着型サービスの事業の人員等に関する基準等を定める条例」（平成30年横須賀市条例 第30号）に定
める内容を遵守し、事業を実施するものとします。

　第1号通所事業の提供に当たっては、事業所の従業員によってのみ行うものとし、第三者への委託は行わないものとします。

第1号通所事業重要事項説明書

１　第1号通所事業事業者（法人）の概要

利用定員

　（１）　介護保険給付対象サービス
３　サービスの内容及び費用

区分

03-5846-2500
03-5846-2501

　（１）　事業所名称及び事業所番号

　（４）　事業所の職員体制
（第1号通所事業）

従業者
の職種

常勤換算後の
人数(人)

職務の内容

種　　　類

通所型サービス若年性認知症受入加算

○加算・減算

※サービス提供地域に関して、提供地域外の方はご相談ください。

一単位→9：00～12：00、二単位→13：00〜16：00

8：00～18：00

営業時間

　　ア　利用料金

通所型独自サービス１回数
通所型独自サービス２回数

通所型独自サービス２

046-850-5561

代表者名
名称・法人種別

横須賀市池上2—10-13　石渡ビル2階
046-850-5560

事業所番号

事業所名

所在地・連絡先

1491900435

通所型独自サービス１ 

　（２）　運営方針

　（３）　事業目的

横須賀市サービス提供地域

株式会社HSMが開設する（セカンドアルバムひなた「事業所」という。）が行う第1号通所事業の事業（以下「事業」という。）の適
正な運営を確保するために人員及び管理運営に関する事項を定め、事業所毎に置くべき従事者（以下「第1号通所事業従事者」とい
う。）が、要介護状態にある高齢者に対し、適正な第1号通所事業を提供することを目的とします。

利用者の利用者負担額については、契約書別紙サービス内容説明書に記載します。
　介護保険の適用がある場合は原則として料金表の利用料金の１割、又は2割、又は3割が利用者の負担額となり

通所型独自サービス科学的介護推進体制加算

高齢者虐待防止措置未実施減算

通所型独自送迎減算



無 当事業所では算定しておりません     
有
無

種　　　類

おむつ代

その他費用

キャンセル料

　　利用料等のお支払い方法については となります。

事項
利用開始
利用終了

事項

感染症等対応加算 当事業所では算定しておりません

キャンセル料は無料となります。

　証明書と領収証を発行します。発行されたサービス提供証明書と領収書を保険者介護保険窓口に持参すると、
　7〜9割分が返還されます。

第1号通所事業サービスの中で提供される便宜のうち、利用者の希望により通常のサービス提供の範
囲を超える保険外の費用は、利用者の負担となります。

お電話等でお申し込みをお願い致します。当社職員がお伺いし、契約を行います。

・上記料金算定の基本となる時間は、実際にサービス提供に要した時間ではなく、利用者の居宅サービス計画に

・介護保険での給付の範囲を超えたサービス利用の利用料金は、事業者が別に設定し、全額が利用者の自己負担

・介護保険適用の場合でも、保険料の滞納等により、事業者に直接介護保険給付が行われない場合があります。

　定められたサービスにかかる標準的な時間を基準とします。

　となりますのでご相談ください。

　（２）　利用料等のお支払方法

内容

また、サービス提供の目標の達成状況等を評価し、その結果を書面（モニタリング）に記載して、

当日の健康チェックの結果体調が悪い場合、サービスを変更または、中止することがございます。

（食事時間）12：00～13：00
昼食代1食あたり700円が必要となります。

介護職員処遇改善加算(II)ロ

　　イ　自費を頂くもの（介護保険適用外）

利用者が、サービス利用料金の支払いを2ヶ月以上遅延し、料金を支払うよう催告したにもかかわら
ず30日以内に支払わない場合、もしくはお客様やご家族の方などが、当社や当社のサービス従業者
に対して本契約を継続し難いほどの背信行為を行った場合は、当社により文書で通知することによ
り、即座にサービスを終了させていただく場合がございます。

風邪、病気等の際はサービスの利用を見合わせて無理な利用はお断りする場合がございます。

第1号通所事業
計画の作成及
び、事後評価

・事業所内研修　年12回
従業員研修

密着型通所介護計画を作成します。

内　　　　　容

７日間以上の予告期間をもって、いつでもこの重要事項契約書を解除することができます。
当社が正当な理由なくサービスを提供しない場合、守秘義務に反した場合、お客様やご家族などに
対して社会通念を逸脱する行為を行った場合、もしくは当社が破産した場合、お客様は文書で解約
を通知することによって即座に契約を解約することができます。

その他

　（４）　その他

食　　事

利用者に説明の上、交付します。

ご利用中に体調が悪くなった場合、サービスを中止することがあります。その場合ご家族に連絡の
上、適切に対応いたします。
他の利用者の健康に影響を与える可能性のある疾患（感染症）が明らかになった場合、速やかに事
業所に申告してください。

・採用時研修　　採用後1ヶ月以内
・全体研修　　　年6回以上

　その場合、利用者は料金表の利用料金全額をお支払いください。利用料のお支払いと引き換えにサービス提供

【利用料金の計算方法】
（1カ月の利用合計単位数＋1カ月の利用合計単位数×加算率）×　地域単価
　上記計算方法により、算出された金額の1割、又は2割、又は3割が自己負担となります。

　毎月月末締めとし、翌月15日までに当月分の料金を請求致しますので、　27　日までにお支払いお願いします。

当事業所の管理者が、利用者の直面している課題等を評価し、利用者様の希望を踏まえて、地域

　（３）　サービスの利用方法

口座振替・振込み・現金支払い

内容

おむつ1枚あたり150円が必要となります。

12.5%
業務継続計画未策定減算



非常時の対応

個数等 個数等
無 無
有 有
有 有
有  

氏名

 

　　サービス提供中に病状の急変などがあった場合は、速やかに利用者の主治医、救急隊、緊急時連絡先（甲の

病院名

　家族等）、居宅サービス計画を作成した居宅介護支援事業者等へ連絡をします。

損害保険ジャパン日本興亜株式会社
施設所有管理賠償責任保険

　第1号通所事業サービスの提供にあたって、事故が発生した場合には、速やかに利用者の後見人、

神奈川国民健康
保険団体連合会

相談窓口

　　保険者
　　　窓口

住所
電話

電話

９　高齢者虐待防止について

防災訓練及び
防災設備

誘導灯

避難階段
防火扉・ｼｬｯﾀｰ

ご利用時間

保険者

当事業所
お客様

相談窓口

神奈川県横須賀市小川町11番地

伊東　佳恵

046-850-5560ご利用方法・電話

住所

別途定める災害非常時マニュアルにのっとり対応を行います。
別途定める消防計画にのっとり年1回総合訓練を行います。

045-329-3447

○　他の利用者の迷惑になる行為はご遠慮ください。

8：30～17：15（土・日・祝日、年末年始「12月29日〜1月3日」を除

　（４）従業者が支援にあたっての悩みや苦労を相談できる体制を整えるほか、従業者が利用者等の権利擁護に
　　　　取り組める環境の整備に努めます。

スプリンクラー

電話番号

主治医  

046-822-8253

受付時間

横須賀市役所 介護保険課　給付係

損害賠償の額を減額することができます。

　また、賠償すべき事故が発生した場合に備え、損害保険に加入し速やかにその対応を行います。但し、事

窓口責任者
一単位→9：00～12：00、二単位→13：00〜16：00

 

及び利用者の家族に連絡を行うとともに、利用者に対して応急措置、医療機関への搬送等必要な措置を講じ

６　事故発生時における対応方法

ます。発生した事故は、内容によっては基準に基づき、保険者、居宅介護支援事業所への報告を行います。

設備名称設備名称

 

8：30～17：15（土・日・祝日、年末年始「12月29日〜1月3日」を除

　・加入損害保険会社名：
　・加入損害保険名　　：

緊急時連絡先
（家族等）

　（１）虐待防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとす

　（２）研修等を通じて、従業者の人権意識の向上や知識や技術の向上に努めます。
　（３）個別支援計画の作成など適切な支援の実施に努めます。

屋内消火器

 
自動火災報知機

電話番号

氏名

　　事業所は、利用者の人権の擁護、虐待の発生又はその再発を防止するため次の措置を講ずるものとする。

続柄

８　非常災害時の対策

横浜市西区楠町27番地1
ご利用時間

５　サービス内容に関する苦情等相談窓口

ガス漏れ探知機

 

 

10　身体拘束について

　　　　る。）を定期的に開催するとともに、その結果について従業者に周知徹底を図る。

○　所持金品は、自己の責任で管理してください。
○　施設内での他の利用者に対する執拗な宗教活動及び政治活動はご遠慮ください。

　（２）事業者は、従業者であった者が、正当な理由なく、業務上知り得た利用者、又は、その家族の秘密を

　《秘密保持等の体制》

７　緊急時等における対応方法

カーテン、布団等は防炎性能のあるものを使用しています。

　　　　しません。

　　　　行った職員等の氏名その他必要な事項について、サービス提供記録等に記録します。

業所に故意、過失がない場合はこの限りではありません。当該事故発生につき利用者に重過失がある場合は、

　（２）前項ただし書きの規定に基づき身体的拘束等の行為を行った場合には、事業所は、直ちに、その日時、
　　　　容態、甲の心身の状況、緊急止むを得なかった理由、当該行為が必要と判断した職員等及び当該行為を

　（１）サービス提供にあたり身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為を行いません。但し、利用者又は

○　決められた場所以外での喫煙はご遠慮ください。

○　事業所内の設備や器具は本来の用法に従ってご利用ください。これに反したご利用により破損等が生じた場
○　サービス利用の際には、介護保険被保険者証、及び、割合負担証を提示してください。

　　合、弁償していただく場合があります。

11　サービス利用に当たっての留意事項

12　秘密保持等の体制及び個人情報に関する基本方針

　（１）事業者及びその従業者は、正当な理由なく、その業務上知り得た利用者又は、その家族の秘密を漏ら

　　　　他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合は、この限りではありません。



　　　管理上講ずべき措置等についての指針(平成 18 年厚生労働省告示第 615 号)及び事業主が職場における優越
　　　な関係を背景とした言動に起因する問題に関して雇用管理上講ずべき措置等についての指針(令和2年厚生労

　　　１、職場におけるハラスメントの内容及び職場におけるハラスメントを行ってはならない旨の方針を明確化

　　　　速やかにご利用者に対して報告する。

　（３）緊急を要すると判断した場合は、必要最小限の個人情報を、上記以外の者に提供することもある。

　（４）ご利用者及びそのご家族の求めに応じて、第三者への個人情報の提供を中止する。
　

　《個人情報の利用条件》

　　　を目的として、「運営推進会議」を設置します。

　（２）個人情報を使用した会議の内容や相手方などについて経過を記録し、請求があれば開示する。

　（４）介護事故、緊急時等の対応及び報告のため

　（４）「運営推進会議」開催前に、会議の開催に関するご案内および出席依頼を行いますので、可能な限り
　　　　ご出席いただきますようお願いします。

　　　　　30条の2第1項の規定により、必要な措置を講じるよう努めていきます。

14　職場におけるセクシュアルハラスメントやパワーハラスメント(以下「職場におけるハラスメント」という。)
　の防止について
　（１） 事業主が講ずべき措置の具体的な内容は、事業主が職場における性的な言動に起因する問題に関して雇

　　　省告示第5号。以下「パワーハラスメント指針」という。)において規定されているとおり周知します。

　　　　　従業者に周知・啓発を行います。
　　　２、相談に対応する担当者をあらかじめ定めること等により、相談への対応のための窓口をあらかじめ定
　　　　　労働者に周知します。
　　　　　また、パワーハラスメント防止のための事業主の方針の明確化等の 措置義務については、女性の職業
　　　　　における活躍の推進に関する法律等の一部を改正する法律(令和元年法律第 24 号)附則第3条の規定によ
　　　　　読み替えられた労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び職業生活の充実等に関する法律

　（１） 事業の運営に当たっては、地域住民又はその自発的な活動等との連携及び協力を行うなど、地域との
　　　交流に努めます。

　又、利用者とのサービス利用に関わる契約の締結からサービス終了後においても第三者に漏らすことは
　ございません。個人情報に関する基本方針に基づき取扱いを行います。

13　運営推進会議について

　（１）個人情報の提供は必要最低限とし、サービス提供に関わる目的以外決して利用しない。また、ご利用者

　　　開催します。

　（２） 当事業所の行う第1号通所事業を地域に開かれたサービスとし、サービスの質の確保を図ること

　（３）「運営推進会議」の構成員は、ご利用者様、ご家族様、地域住民の代表者、地域包括支援センター又は
　　　　市町村の職員、第1号通所事業について知見を有する者等とし、おおむね６ヶ月に１回以上会議を

　　事業者は、保有する利用者等の個人情報に関し、適正かつ適切な取扱いに努力するとともに、広く社会か
　らの信頼を得る為に以下のルール及び体制を確立し、個人情報に関連する法令、その他関係法令及び厚生労

　　　　事業者は、本人が自己の個人情報について、開示・訂正・更新・利用停止・削除・第三者提供の停止等
　　　の申し出がある場合には、速やかに対応することとします。
　（４）苦情の対応

　　　　とのサービス利用に関わる契約の締結前からサービス終了後においても、第三者に漏らさない。

　　　　その場合は、相手方に対して、関係者以外の者に漏れることのないよう厳重に注意を促すとともに、

　個人情報の提供は必要最低限とし、サービス提供に関わる目的以外で使用いたしません。

　　　　した上で情報提供し、委託先への適切な監督をすることとします。

　　事業者が利用者及び、甲の家族の個人情報を利用する目的は以下の通りとします。
　《個人情報の利用目的》

　（１）第1号通所事業計画書作成にあたり、ケアカンファレンス、職員会議等の実施のため

　　　　ダンスの趣旨を理解し、それに沿った対応を行う事業者を選定し、かつ個人情報に関わる契約を締結

　（２）指定居宅介護支援事業者、医療機関、介護サービス事業者、福祉事業者等との連携（サービス担当者会

　（８）上記各号に関わらず、緊急を要する時の連絡等の場合

　　　　は公表し、その範囲内で利用することとします。

　（５）介護保険事務（請求処理、会計処理等）

　（１）個人情報の適切な取得・管理・利用・開示・委託

　《個人情報に関する基本方針》

　（３）個人情報の開示・訂正・更新・利用停止・削除・第三者提供の停止等への対応

　　　①事業者は、個人情報保護の取組みを全職員等に周知徹底させるために、個人情報に関する規則類を整備

　　　②個人情報への不正アクセス、個人情報の漏洩、滅失、または棄損の予防及び訂正のため、事業所内にお

　（２）個人情報の安全性確保の措置

　　　②個人情報の取得・利用・第三者提供にあたり、本人の同意を得ることとします。
　　　③事業者が依託をする医療・介護関係事業者は、業務の委託にあたり、個人情報保護法と厚生労働省ガイ

　　　　いて規則類を整備し安全対策に努めることとします。

　（３）事業者は、指定居宅介護支援事業者等との連携において、利用者の個人の情報を用いる場合は利用者

　　　①個人情報の取得にあたり、利用目的を明示した上で、必要な範囲の情報を取得し、利用目的を通知また

　（６）損害賠償保険等に関わる保険会社等への相談または届出等
　（７）行政等外部監査期間、評価機関等への情報提供

　　　　し、必要な教育を継続的に行うこと。

　（３）利用の有無、利用時の様子に関する甲の家族等への心身状況説明のため

　　　　とします。
　　　　の同意を、利用者の家族の個人情報を用いる場合は当該家族の同意をあらかじめ文書により得ること

　　　　漏らすことがないよう、必要な措置を講じます。

　働省のガイダンスを遵守し、個人情報の保護を図ります。

　　　　議等）、照会への回答のため

　　　　事業者は、個人情報取扱に関する苦情に対し、適切かつ迅速に対応することとします。



利用者 ご家族

住所

事業者名

代表者名

住所

事業者名

説明者名

　（２） 事業所は、従業者に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び訓練を定期的に実
　　　するものとします。
　（３） 事業所は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を行うものとしま

15　業務継続計画の策定等について
　（１） 事業所は、感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する第1号通所事業の提供を継続的

　　　を策定し、当該業務継続計画に従い必要な措置を講じるものとします。

　　　３、被害防止のための取組(マニュアル作成や研修の実施等、業種・業態等の状況に応じた取組)の整備に努
　　　　　ます。

　　　　　の整備に努めます。

　　当事業所では、日々の活動を幅広く地域の方々にご理解頂くために、サービス時の様子などをホームページ
　等のインターネットサービスや事業所パンフレット等の広告物に掲載しております。

ご利用者及び、ご家族の写真が掲載されることを

　上記事業者より、本書の説明を受け、同意し、交付を受けました。

３、後姿や身体の一部等、個人が特定出来ない状態であれば、承諾します。

項目

１、承諾します。

２、写真を加工し、個人が特定出来ない状態であれば、承諾します。

　（２） パワーハラスメント指針においては、顧客等からの著しい迷惑行為(カスタマーハラスメント)の防止のた

　　　１、相談に応じ、適切 に対応するために必要な体制の整備に努めます。
　　　２、被害者への配慮のための取組 (メンタルヘルス不調への相談対応、行為者に対して1人で対応させない

　　　　以下、内容に努めます。

17　写真掲載の承諾について

　　　ハ 事業所において、従業者に対し感染症の予防及びまん延の防止のための研修及び訓練を定期的に実施す

　　　に実施するための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（以下「業務継続計画」とい

　　　ロ 事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための指針を整備する。

　（１） 利用者の使用する施設、食器その他の設備又は飲用に供する水について、衛生的な管理に努めるととも
　　　衛生上必要な措置を講ずるものとする。
　（２） 業所において感染症が発生し、又はまん延しないように次の各号に掲げる措置を講じるものとする。
　　　イ 事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活

　　　業者に周知徹底を図る。

４、承諾しません。

　　つきましては利用者様の活動中の写真などをそれらの媒体に掲載することをご利用者・ご家族に承諾頂けれ
　ば幸いです。掲載の可否を下記用紙にご記入の上、担当者にお渡しください。

重要事項説明書の説明、同意、交付年月日 令和　　7年　　12月　3　日

利用者　甲

住所

氏名

甲のご家族代表

住所

氏名

　利用者様は、身体の状況等により署名が出来ないため、利用者様本人の意思を確認の上、私は利用者
様に代わって、その署名を代筆しました。

代筆者

住所

氏名

セカンドアルバムひなた

横須賀市池上2—10-13　石渡ビル2階

伊東　佳恵

事業者　乙

東京都台東区東上野2丁目23番9号　岩瀬第二ビル2階

株式会社ＨＳＭ

代表取締役　廣仲　信太郎

事業所

16　衛生管理等について

　　　して行うことができるものとする。）をおおむね６月に１回以上開催するとともに、その結果について、従


